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事業報告 
 

    山形県教職員互助会は、会員、その家族（被扶養者）及び特別加入者（退職会員）の福

利向上と生活の安定、安心のため、県教育委員会や公立学校共済組合山形支部と連携し、

給付事業及び福祉事業などの各種福利厚生事業を実施しました。 

 

Ⅰ 会員数及び掛金額等の状況 

  １ 会員数（令和６年度末） 

 会員数は、公立学校共済組合山形支部の組合員及び公立学校共済組合非加入会員

で構成し、前年度に比べ 130 人増加し、11,237 人となりました。 

（単位：人） 

区分 令和６年度 令和５年度 増減 

共 済 組 合 加 入 会 員 ※1 11,051 10,928 123 

共済組合非加入会員 ※2 186 179 7 

合計 11,237 11,107 130 

※1 共済組合加入会員 ＝ 公立学校共済組合山形支部組合員（任意継続組合員を除く。） 

※2 共済組合非加入会員 ＝ 次の所属所に属する教職員 

山形大学附属学校園、山形県教職員互助会、山形県学校給食会、山形県埋蔵文化財センター 

山形県教職員組合書記局、山形県高等学校障がい児学校教職員組合書記局 

 

２ 会員の家族数（令和６年度末） 

    会員の家族数は、公立学校共済組合山形支部で認定している被扶養者及び公立学校

共済組合非加入会員の被扶養者で構成し、前年度に比べ 207 人減少し、6,987 人とな

りました。 
     （単位：人） 

区分 令和６年度 令和５年度 増減 

共済組合で認定されている被扶養者 6,813 7,017 △204 

共 済 組 合 非 加 入 会 員 の 被 扶 養 者 174 177 △3 

合計 6,987 7,194 △207 

 

３ 退職互助部制度の加入者数（令和６年度末） 

退職互助部制度の会員は、現職加入者及び特別加入者で構成し、前年度に比べ現職 

加入者は 112 人、特別加入者は 253 人減少し、現職加入者 5,730 人、特別加入者 7,649

人となりました。 
                            （単位：人） 

区分 令和６年度 令和５年度 増減 

現 職 加 入 者 ※1 5,730 5,842 △112 

特 別 加 入 者 ※2 7,649 7,902 △253 

合計 13,379 13,744 △365 

      ※1 現職加入者 ＝ 35 歳以上の会員のうち退職互助部制度への加入(任意)を希望し、「退職互助部資格 

取得届」を提出することにより加入となる。毎月の給料から「掛金の基礎となる額 

（給料の月額＋教職調整額）の 1,000 分の６」の額を 300 回の納入。 
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※2 特別加入者 ＝  資格取得時（退職時）に 50 歳以上で、上記の掛金 300 回を完納し、「特別資格取 

得届」を提出することにより加入となる。また、その者の配偶者が配偶者掛金を

納入することで特別加入者の資格を取得することができる。（同資格取得届の提

出の必要有） 

      

４ 掛金の基礎となる給料の状況 

 掛金の基礎となった給料年額等は、次のとおりです。 

区分 令和６年度 令和５年度 増減 

給 料 年 額 457 億 7,403 万円 454 億 3,512 万円 ３億 3,891 万円 

平均給料月額 338,317 円 339,605 円 △1,288 円 

 

５ 掛金率（額） 

   掛金率（額）は、次のとおりです。 

一般給付事業  掛金の基礎となる額※ の 1,000 分の 1.6 

厚生福祉事業  掛金の基礎となる額※ の 1,000 分の 5.5 

退職給付事業  月額 1,000 円 

退職互助部事業 

 ・現職者掛金   掛金の基礎となる額※ の 1,000 分の６ 

 ・退職者掛金  現職者掛金納入回数（300 回完納）の残余回数分掛金額 
※掛金の基礎となる額 ＝ 給料の月額 ＋ 教職調整額 

 

６ 掛金納入状況 

掛金納入状況については、前年度比で 2,113,961 円の減となりました。 

（単位：円） 

区分 令和６年度 令和５年度 増減 

一般給付事業 74,795,451 73,028,535 1,766,916 

厚生福祉事業 257,273,660 251,227,578 6,046,082 

退職給付事業 106,564,000 108,017,000 △1,453,000 

退職互助部事業 167,732,783 176,206,742 △8,473,959 

 

現職者掛金 161,197,803 167,328,155 △6,130,352 

退職者掛金 6,534,980 6,670,587 △135,607 

配偶者掛金 0 2,208,000 △2,208,000 

合計 606,365,894 608,479,855 △2,113,961 
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Ⅱ 各事業の状況 

１ 主要事業関係（その他の会計） 

(1) 一般給付事業 

一般給付事業では、家族療養見舞金、傷病見舞金などの給付事業を実施しました。 

給付事業の約７割を占める家族療養見舞金は、前年度に比べ件数が 1,455 件、給付

額が 4,342,600 円の減となりました。減少理由として、少子化、未婚率の増加、共働

きの増加及び扶養人数が少ない短時間勤務職員（パートタイム会計年度任用職員等）

の増加に伴う被扶養家族の減少が考えられます。 

このことにより、給付事業の支出総額は、前年度に比べ 5,092,737 円の減となりま

した。 
 
○給付事業の支出状況 

（単位：件、円） 

区分 
令和６年度 令和５年度 増減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

家族療養見舞金 9,991 36,972,600 11,446 41,315,200 △1,455 △4,342,600 

傷 病 見 舞 金 143 3,064,664 114 2,664,801 29 399,863 

災 害 見 舞 金 0 0 3 390,000 △3 △390,000 

出 産 見 舞 金 203 9,370,000 227 10,180,000 △24 △810,000 

埋 葬 料 12 1,940,000 11 1,890,000 1 50,000 

合計 10,349 51,347,264 11,801 56,440,001 △1,452 △5,092,737 

    

(2)  福祉事業 

福祉事業では、会員療養見舞金などの給付事業、人間ドックなどの福祉事業を実施

しました。 

給付事業の約８割を占める会員療養見舞金は、前年度に比べ件数が 1,598 件、給付

額が 10,483,100 円の増となりました。増加理由として、地方公務員等共済組合法の改

正及び公務員の定年引上げの影響により、医療機関を受診する年齢層が拡大した影響

が考えられます。また、永年勤続慰労金については、定年引上げの影響により給付対

象者が減少したことから、前年度に比べ件数が 237 件、給付額が 14,240,000 円の減と

なりました。 

このことより、給付事業の支出総額は、前年度に比べ 2,569,837 円の減となりまし

た。 

福祉事業のリフレッシュ補助券については、利用率は前年度（75.1％）と比べ 6.4%

減の 68.7％となり、この結果、福祉事業の支出総額は、前年度に比べ 1,748,943 円の

減となりました。利用率減の主な要因としては、年末年始の旅行利用がコロナ禍によ

り減少し、いまだに回復していないこと、物価高騰による生活志向の変化が考えられ

ます。 
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○給付事業の支出状況 
                                                   （単位：件、円） 

区分 
令和６年度 令和５年度 増減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

結 婚 祝 金 247 12,350,000 198 9,900,000 49 2,450,000 

入 学 祝 金 1,086 10,860,000 1,070 10,700,000 16 160,000 

永年勤続慰労金 228 13,620,000 465 27,860,000 △237 △14,240,000 

会員療養見舞金 48,202 170,373,400 46,604 159,890,300 1,598 10,483,100 

遺 児 激 励 金 1 100,000 3 800,000 △2 △700,000 

介護休業見舞金 5 750,429 5 657,366 0 93,063 

妊 婦 検 診 費 197 3,940,000 179 3,580,000 18 360,000 

育児休業取得 

支 援 給 付 金 
97 3,150,000 130 4,326,000 △33 △1,176,000 

合計 50,063 215,143.829 48,654 217,713,666 1,409 △2,569,837 

 
○福祉事業の支出状況 

                                                  （単位：円） 

区分 令和６年度 令和５年度 増減 備考 

人間ドック費  662,876 659,453 3,423 共済組合非加入会員 16 人 

リフレッシュ 
推 進 事 業 費 

25,482,240 27,194,460 △1,712,220  

 

リフレッシュ補助券 23,020,000 24,856,000 △1,836,000 3,000 円分の補助券 利用率 68.7% 

プロスポーツ 

体感支援事業 
2,462,240 2,338,460 123,780 

モンテディオ山形などの観戦チケ

ットの斡旋 

調 査 普 及 費 310,492 291,238 19,254 
広報誌「福利の広場」印刷代 

（年３回全会員に配布） 

相 談 事 業 費 221,760 281,160 △59,400 
会員の法律相談事業 

相談実績：現職６件、退職５件 

合計 26,677,368 28,426,311 △1,748,943  

 

(3) 退職給付事業 

退職給付事業では、退会時に会員期間１月につき基本給付金 1,000 円に年 0.04%

の割増金を加算して給付する退職生業資金の給付事業及び生活資金などの貸付事業

を実施しました。 

給付事業の退職生業資金については、定年引上げの影響により給付対象者が減少

したことから、前年度に比べ件数が 200 件、給付額が 102,570,237 円の減となりま

した。 

貸付事業は、前年度に比べ生活資金、入学資金及び住宅資金などが減少したこと

により、前年度に比べ件数が９件、貸付金額が 53,500,000 円の減となりました 
     また、令和６年度末の貸付件数は 596 件、貸付残高は 547,782,009 円となりまし

た。 
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○給付事業の支出状況                       

（単位：件、円） 

区分 
令和６年度 令和５年度 増減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

退職生業資金 468 120,713,155 668 223,283,392 △200 △102,570,237 

合計 468 120,713,155 668 223,283,392 △200 △102,570,237 

 

○貸付事業の貸付件数・貸付金額 
                 （単位：件、円） 

区分 令和６年度 令和５年度 増減 

貸 付 種 別  件数 貸付金額 件数 貸付金額 件数 金額 

生 活 資 金 68 55,400,000 68 58,500,000 0 △3,100,000 

入 学 資 金 4 8,000,000 9 16,900,000 △5 △8,900,000 

住 宅 資 金 4 11,300,000 8 58,300,000 △4 △47,000,000 

研修旅行資金 0 0 0 0 0 0 

自動 車資 金 59 101,200,000 62 101,400,000 △3 △200,000 

教 育 資 金 21 32,700,000 18 27,600,000 3 5,100,000 

物品購入資金 3 1,800,000 3 1,200,000 0 600,000 

合計 159 210,400,000 168 263,900,000 △9 △53,500,000 

 

   ○貸付事業の貸付残高 
                                          （単位：件、円） 

区分 令和６年度末 令和５年度末 増減 

貸 付 種 別  件数 貸付残高 件数 貸付残高 件数 金額 

生 活 資 金  219 110,048,465 230 110,669,907 △11 △621,442 

入 学 資 金  36 35,709,108 38 42,102,241 △2 △6,393,133 

住 宅 資 金  57 133,537,775 62 142,589,964 △5 △9,052,189 

研修旅行資金 0 0 0 0 0 0 

自動 車資 金 205 201,852,246 197 177,040,996 8 24,811,250 

教 育 資 金 69 62,741,852 66 52,324,397 3 10,417,455 

物品購入資金 10 3,892,563 8 3,373,413 2 519,150 

合計 596 547,782,009 601 528,100,918 △5 19,681,091 

 

(4) 退職互助部事業 

退職互助部事業では、現職中に掛金の基礎となる額の 1,000 分の６の掛金の 300

回分を納入し、特別加入者の資格を取得した会員を対象に、療養補助金などの給付

事業、施設利用補助事業や健康診断補助事業などの福祉事業を実施しました。 

給付事業の中心である療養補助金については、定年引上げの影響により新規特別

加入者数が減少し、給付対象者が減少したことなどから、前年度に比べ件数が 1,698

件、給付額が 5,923,500 円の減となりました。また、脱退一時金についても、同様

の影響により現職加入者の退会が減少したことから、前年度に比べ件数が 137 件、

給付額が 93,440,396 円の減となりました。 

このことにより、給付事業の支出総額は、前年度に比べ 100,390,813 円の減とな

りました。 
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福祉事業については、互助やまがた発行費及び健康診断補助事業費などの支出増

により、福祉事業の支出総額は、前年度に比べ 132,153 円の増となりました。 

 

○給付事業の支出状況 
（単位：件、円） 

区分 
令和６年度 令和５年度 増減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

療養 補助 金 17,674 101,068,000 19,372 106,991,500 △1,698 △5,923,500 

脱退 一時 金 142 81,724,237 279 175,164,633 △137 △93,440,396 

弔 慰 金 2 879,359 4 2,159,015 △2 △1,279,656 

献 花 料 289 2,176,922 276 2,074,183 13 102,739 

長 寿 祝 金 210 6,300,000 205 6,150,000 5 150,000 

合計 18,317 192,148,518 20,136 292,539,331 △1,819 △100,390,813 

 

○福祉事業の支出状況 
（単位：円） 

区分 令和６年度 令和５年度 増減 備考 

互助やまがた発行費 1,041,864 953,050 88,814 年２回発行 

施設利用補助費 2,078,000 2,136,000 △58,000 
2,000 円×1,039 件 

（28 施設） 

電話相談費 60,330 100,429 △40,099 フリーダイヤル通話料 

新規特別加入者説明会費 101,300 70,344 30,956 県内４か所で開催 

健康増進事業費 2,675,540 2,975,670 △300,130 
生涯学習サポート事業 

スポーツ観戦補助事業ほか 

健康診断補助事業費 4,163,214 3,812,002 351,212 
人間ドックなどの受検費用の 

補助（上限 50,000 円） 

※資格取得後６年以内を対象 

相談事業費 174,240 114,840 59,400 
会員の法律相談事業 

相談実績：現職６件、退職５件 

合計 10,294,488 10,162,335 132,153  

 

２ 公益事業関係（実施事業等会計） 

公益目的事業として、児童、生徒の豊かな感性を育むとともに、地域文化の向上に資

するため、学校施設などを会場にスクールコンサートを実施しています。 

令和６年度は、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を講じて、実施校はじめ、

関係者の皆様の御努力、御協力のもとに 41 校で実施することができました。 
（単位：円） 

区分 令和６年度 令和５年度 増減 備考 

スクールコンサート 8,095,704 7,773,064 322,640 41 校で実施 

  

３ 管理費関係（法人会計） 

法人会計は、法人の円滑な業務遂行と互助会の運営に資するための管理的な経費、

1,042,789 円をその他会計の各事業より振替収入として計上し支出しました。 
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Ⅲ 予算の流用について 

  予算額に不足が生じたため、会計規則第 19 条の規定により退職互助部事業の中科目間

で予算の流用を執行しました。 

 １ 予算の流用の要因 

  ・その他会計 退職互助部事業 事業費支出 旅費交通費支出 

令和８年度末の退職互助部支部廃止の機関決定（令和７年３月６日付け各支部へ

通知）に伴い、各支部において臨時の役員会、事務局が開催されたことから、当初の

見込みより支出額が増加したことによるもの。 

   ・その他会計 退職互助部事業 事業費支出 諸謝金支出 

    諸謝金については、令和６年度から支給時期が変更となった役員報酬（各支部総 

会前月までの支給分）の積算が漏れたことによるもの。 

 

２ 予算流用額（その他会計 退職互助部事業） 
                                                             （単位：円） 

科目 
予算現計額 流用額 流用後予算額 

大科目 中科目 

事業費支出 

退職給付支出 529,000 △265,000 264,000 

旅費交通費支出 454,000 15,000 469,000 

諸謝金支出 3,100,000 250,000 3,350,000 

 
 ３ 執行日 令和７年３月 12 日付け 

 
Ⅳ 負債への資産引当状況 

  負債に相当する各引当金に対しては、それに相応する各引当資産及び貸付金をもって 

100％引当てし、会員からの預かり資産などの保全に努めております。 

 

Ⅴ 一般会務状況 

一般会務の開催状況等は、次のとおりです。 

１ 評議員会の開催 

回 開催日 開催場所 議題等 

１ 06.04.08 決議の省略 ・理事の選任について 

２ 06.05.09 決議の省略 ・評議員及び理事の選任について 

定時 

(３) 
06.06.14 

山形県庁 

1201 会議室 

・令和６年度役員等について 

・令和５年度事業報告及び決算（案）について 

・令和５年度公益目的支出計画実施報告書（案）につい 

 て 

・全国教職員互助団体協議会陳情署名活動について 
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回 開催日 開催場所 議題等 

４ 07.03.05 
山形県庁 

1201 会議室 

・令和６年度補正予算（案）について 

・山形県教職員互助会現職事業の見直し（案）について 

・山形県教職員互助会退職互助部支部事業の廃止につい 

 て 

・一般財団法人山形県教職員互助会関係諸規程等の見直 

 し（案）について 

・令和７年度事業計画及び予算（案）について 

・一般財団法人山形県教職員互助会運営委員会のあり方

ついて 

 

２ 理事会の開催 

回 開催日 開催場所 議題等 

１ 06.04.01 決議の省略 

・令和６年度第１回評議員会の開催、同評議員会の決議

の省略及び決議事項は理事の選任とすることについ

て 

・理事の選任候補者について 

２ 06.04.16 決議の省略 ・常務理事の選定について 

３ 06.04.26 決議の省略 

・令和６年度第２回評議員会の開催、同評議員会の決議 

の省略及び決議事項は評議員及び理事の選任とする

ことについて 

・評議員及び理事の選任候補者について 

４ 06.5.29 
あこや会館 

201 会議室 

・令和６年度役員等について 

・定款第 23 条第５項に規定する職務執行状況の報告に

ついて 

・令和５年度事業報告及び決算（案）について 

・令和５年度公益目的支出計画実施報告書の実施状況

（案）について 

・令和６年度定時評議員会の開催（案）について 

・全国教職員互助団体協議会陳情署名活動について 

５ 07.2.14 
山形県庁 

1201 会議室 

・定款第 23 条第５項に規定する職務執行状況の報告に

ついて 

・令和６年度補正予算（案）について 

・山形県教職員互助会現職事業の見直し（案）について 

・山形県教職員互助会退職互助部支部事業の廃止につ 

いて 

・一般財団法人山形県教職員互助会関係諸規程等の見    

直し（案）について 

・令和７年度事業計画及び予算（案）について 

・令和６年度第４回評議員会の開催（案）について 

・一般財団法人山形県教職員互助会運営委員会のあり

方ついて 
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３ 運営委員会の開催 

回 開催日 開催場所 議題等 

１ 06.12.20 
山形県庁 

1201 会議室 

・令和６年度事業の進捗状況について 

・令和６年度退職互助部支部連絡協議会の開催状況につ

いて 

・退職互助部事業の見直し（案）について 

・令和７年度事業計画（案）の策定に係る考え方ついて 

・一般財団法人山形県教職員互助会運営委員会のあり方

ついて 

 

４ 決算監査 令和５年度決算並びに業務執行状況について 

    本会が税務会計相談指導に関する業務委託契約を締結する村山公認会計士事務所

より、財務諸表、会計処理に係る証憑書類等について精査を受けた後、２名の監事か

ら監査を執行していただきました。 

・日時 令和６年５月 20 日（月）午後２時から午後４時 35 分まで 

・場所 山形県庁 14 階 教育局分室 

・監事 安達 晃司 氏、五十嵐 覚 氏 

 

５ 退職互助部支部連絡協議会 

回 開催日 開催場所 議題等 

１ 06.09.19 
あこや会館 

１階ホール 

・令和５年度退職互助部事業の事業実施状況について 

・令和５年度退職互助部事業の決算概要について 

・令和６年度退職互助部の概要について 

・支部活動状況について 

・各支部からの聴取事項及び要望事項について 

・退職互助部支部事業の見直し（案）について 

２ 06.11.14 
あこや会館 

１階ホール 

・退職互助部支部事業の見直し（案）について 

・令和７年度支部運営資金（案）について 

・令和６年度運営委員及び退職予定者説明会について 

 

６ 県関係等共済組合・互助会連絡協議会 

回 開催日 開催場所 議題等 

１ 06.07.24 書面による協議 

・令和５年度事業報告及び令和６年度事業計画（案） 

について 

・会長及び専門部会の担当について 
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７ 全国会議等 

名称 開催日 開催地 議題等 

全国教職員互助団体 

協 議 会 理 事 会 
06.04.26 東京都 

・第 75 回全教互総会の日程について 

・第 75 回総会の議案について 

・退職互助制度研究部会中間報告につい 

 て 

・教職員の生活設計に関する意識調査の

報告について 

・役員の交代について 

・全教互役員の選考基準について 

               ほか 

全国教職員互助団体 

協 議 会 総 会 

06.05.30 

  ～31 
東京都 

・令和５年度事業経過報告について 

・令和５度会計決算報告及び監査報告に

ついて 

・令和６年度事業計画(案)について 

・令和６年度会計予算(案)について 

・加盟体提出議案について 

・役員の一部改選（案）について 

全国教職員互助団体 

協議会 北海道・東北 

ブロック連絡協議会 

06.07.25 

～26 
青森県 

・講演 

 「教職員互助団体を取り巻く状況につい

て」 

・令和６年度全教互北海道・東北ブロック

の役員等選出団体について 

・令和６年度全教互北海道・東北ブロック

の全教互役員について 

・令和７年度全教互北海道・東北ブロック

の役員等選出団体について ほか 

・情報交換 

全国教職員互助団体 

協議会 職員研修会 

（全体） 

06.09.05 

～06 
東京都 

講演 

・「全教互及び教職員互助団体の概要につ

いて」 

・「カウタマーハラスメントの実務対応に

ついて」 

・「職員の倫理観の涵養について」 

全国教職員互助団体 

協議会 職員研修会 

（階層別） 

06.09.19 

～20 
東京都 

講演 

・「管理者に求められるもの」 

・「東京都における管理職像の理想と現

実」 

・「管理職におけるハラスメント対応につ

いて」 

全国教職員互助団体 

協議会 職員研修会 

（目的別） 

06.10.04 東京都 
・公益法人会計の基礎について 

・資産運用の基礎について 

全国教職員互助団体 

協議会 北海道・東北 

ブロック職員研修会 

06.10.03 

 ～04 
北海道 

講演 

・「サイバー空間に潜む脅威とその対策」 

・「教職員互助団体を取り巻く状況」 

・「北海道おもしろ歴史散歩」 
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名称 開催日 開催地 議題等 

全国教職員互助団体 

協議会 役員等研修会 

06.10.10

～11 
東京都 

講演 

・「教職員互助団体を取り巻く状況」 

・「教職員の生涯設計に関する意識調査」」

報告書について 

・「教師人材の確保強化について」 

全国教職員互助団体 

協 議 会  退 教 部 会 

07.01.23

～24 
東京都 

講演 

・「教職員互助団体を取り巻く状況」 

・「退職互助制度研究部会」報告 

事例発表 

・「組合員と結びついた退職互助の運営」

について 

グループディスカッション 

 テーマ別 

 加入促進・事務改善・会報・ 

健康支援事業・生きがい支援事業 

全国教職員互助団体 

協 議 会  代 表 者 会 
07.2.28 東京都 

・全教互指定旅館の指定解除及び新規推

薦について 

・互助 DX研究部会報告について 

・全教互役員選考委員会報告について 

・全教互令和７年度事業計画（案）につい

て 

・全教互令和７年度暫定予算（案）につい

て 

・令和７年度陳情書（案）について 

 

Ⅵ 業務執行体制の整備に係る諸規程の改正等 

  令和６年度中に、次の諸規程等の一部改正を行いました。 

１ 諸規程等の改正の概要 

   地方公務員等共済組合法の改正及び公務員の定年引上げに伴う会員数の増加、医療費

や子育て支援など各種制度改正の影響を考慮し、本会事業収支の適正化を図るため、下

記のとおり見直すこととする。 

 

(1) 収入関係 

掛金率の組替え（運営規則第 18 条） 

一般給付事業掛金 現行：1.6/1,000 、改正後：1.4/1,000 （-0.2/1,000） 

厚生福祉事業掛金 現行：5.5/1,000 、改正後：5.7/1,000 （+0.2/1,000） 

 

(2) 支出 

   ア 家族療養見舞金・会員療養見舞金の基礎控除額の見直し 

    （一般給付規程第 10 条・家族療養見舞金給付額算定に関する要領第２条・福祉給

付規程第 12 条・会員療養見舞金給付額算定に関する要領第２条） 

暫定的に引き下げていた会員療養見舞金及び家族療養見舞金の基礎控除額を引下

げ前の水準に戻す 

現行：3,300 円、改正後：4,000 円（令和７年２月１日診療分から適用） 
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   イ 埋葬料受給権者の対象拡充（一般給付規程第７条） 

現  行：遺族（運営規則第 17 条、以下同じ）  

改正後：遺族 ＋ 遺族がいない場合は埋葬を行った者 

  

  ウ 育児休業取得支援給付金の支給期間の一部改正（福祉給付規程第 21 条） 

現行：男性会員が配偶者の産後８週間において取得した育児休業期間について支給 

改正後：上記の支給期間に下記のただし書きを追加 

ただし、国の出生後休業支援給付（「育児休業支援手当金」又は「出生後  

休業支援給付金」）が支給されるときは、その支給対象期間を除く期間に

ついて支給 

 

(3) その他 

貸付事業における提出書類の整備（貸付規程第 22 条、別表３） 

住宅資金（敷地の購入又は借入れ）における「住宅新築工事に係る誓約書」及び「住

宅建築報告書」の提出書類の追加 

 

２ 適用日 

  令和７年４月１日 
  ※家族療養見舞金及び会員療養見舞金の基礎控除額は、令和７年２月１日診療分から適用 

   

Ⅶ 事業報告の附属明細書 

「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34 条第３項に規定する事

業報告の附属明細書として記載するべき「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存

在しないので作成しません。 


